
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 石川県 羽咋市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
　人件費：　人件費については、職員定員適正化計画に基づく職員数の削減や、特別職(市長、副市長)及び教育長の給料
月額の減額改定や期末手当のカット、一般職の給料及び管理職手当のカット等により減額傾向にあり、公立保育所の統合
や指定管理者制度の導入、学校給食共同調理場の一部民間委託等により類似団体と比較して低い水準にある。職員数や
ラスパイレス指数なども同じく低水準となっている。なお、集中改革プランにおける平成22年度の目標職員数（233人）は、平
成20年4月に達成する（217人）見込みである。今後も職員定員適正化計画の見直しや民間委託、市役所の機構改革などを
推進し、引き続き人件費関係経費の抑制に努めていく。

　物件費：　平成１７年度において物件費が急増したのは、保育園や体育施設などの指定管理者制度による管理施設が増
えたためであり、１８年度はその結果コスト削減が図られた。今後も指定管理者制度を導入する範囲を広げ、民間活力を利
用した効率のよい運営を目指すことに伴うコスト削減効果が出てくることが見込まれる。

　扶助費：　扶助費については横ばい傾向にあるが、少子化対策として保育所にかかる扶助費が増加傾向にある。

　補助費等：　補助費等にかかる経常収支比率が類似団体平均を上回っているのは、一部事務組合に対する分担金およ
び土地開発公社に対する補助金が多額になっているためである。今後も増加傾向にあると見込まれるので、一部事務組合
に対してもコスト削減に努め、効率のよい財政運営を行うよう求めていく。

　公債費：　経年的に見てみると、借換や、建設事業費の抑制による地方債の削減等により公債費による経常収支比率は
減少傾向にある。しかしながら、実質公債費比率は、一部事務組合及び債務負担に係る公債費が増大したため平成１８年
度においては、17.2％となり、平成２４年度からは、さらに下水道建設の償還金にかかる繰出金が増し、平成30年度がピー
クとなる見通しである。このため、地方債に依存することなく中期財政計画に沿った財源に見合う投資的事業の取捨選択に
より、適正な地方債の借り入れに努める。

　普通建設事業費：　普通建設事業の決算額が大幅に減少したのは、平成１７年度までに瑞穂小学校の建設が終わり、大
規模な建設事業が終了したためである。今後、建設事業費は必要最小限に留め低い水準を維持していく見込みである。


